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官民の研究開発投資額の推移

2
出典：科学技術研究調査（総務省統計局）をもとに環境省作成

• 研究開発投資総額は17～18兆円で推移
• 主体別では企業が７割を占め、大学等が２割、非営利
団体・公的機関が１割（平成25年度実績）

（十億円）



環境・エネルギー分野における研究開発投資額の推移
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出典：科学技術研究調査（総務省統計局）をもとに環境省作成

• 環境分野、エネルギー分野それぞれで
官民合わせて１兆円程度で推移

（十億円）



環境分野における主体別の投資額
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• 全体に占める企業の投資額は約９割
• 非営利団体・公的機関と大学等はほぼ同規模

出典：科学技術研究調査（総務省統計局）をもとに環境省作成

（十億円）



エネルギー分野における主体別の投資額

5
出典：科学技術研究調査（総務省統計局）をもとに環境省作成

• 全体に占める企業の投資額は約６割
• 環境分野に比べて非営利団体・公的機関の投資額は
約３倍

（十億円）



グリーンイノベーションの実現に向けて我が国で強化が必要な取組
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• 産学官の連携、研究開発の選択と集中、実証実験の場の確
保などが重要とする意見が多い。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査
（NISTEP定点調査2013）」報告書より抜粋

（産業界の有識者等）

（※）

（※）必要度：１位は30/3, ２位は20/3, ３位は10/3で重み付けを
行いポイント化。全回答者が必要性を１位と評価
すると10ポイントになる。



科学技術基本計画等における重点的課題の変遷
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出典：内閣府総合科学技術・イノベーション会議 第１回基本計画専門調査会資料より抜粋



政府の科学技術関係予算の分野別推移
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出典：内閣府HP「科学技術政策 科学技術関係予算のプロセス（～平成25年度）」より抜粋

（※１）第3期科学技術基本計画（H18～H22）に基づく8分野は、H23以降の第4期科学技術基本計画における政策的な位置付けとは
異なる分類であるが、過去からの推移を見るために、H23以降データについても、H18～H22年度と同じ方法で8分野に分類した
集計を行っているものである。



科学研究費補助金での環境学分野の新規採択状況
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出典：科学研究費助成事業データベース（国立情報学研究所）より環境省作成

（件） （％）

採択課題全体のうち環境学の課題が占める割合

• 環境学分野は新規採択課題の約２％で推移



科研費での環境学分野の細目別新規採択状況
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出典：科学研究費助成事業データベース（国立情報学研究所）より環境省作成

（件）

• 環境政策・環境社会システム等に係る課題は増加
• リサイクル工学、環境技術・環境材料等、環境影響評価等に係る
課題は減少

注）図は主に細目レベルの新規採択件
数を示したものであるが、科研費デー
タベースでの研究課題の登録表記に合
わせ、一部細目の分類を行った。

○環境技術
○環境材料

○環境政策・環境社会S
○持続可能システム
○自然共生システム

環境技術・環境材料等

環境政策・
環境社会S，
持続可能S等



環境研究総合推進費の概要
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環境研究総合推進費の予算額の推移と領域別内訳
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環境研究総合推進費の
予算額の推移

環境研究総合推進費の
領域別内訳

出典：環境省「平成26年度版 環境研究総合推進費
パンフレット」より抜粋



国立環境研究所の概要
• 所在地：茨城県つくば市
• 沿革

– 昭和49（1974）年３月 国立公害研究所発足
– 平成２（1990）年７月 国立環境研究所に改称
– 平成13（2001）年４月 独立行政法人国立環境研究所発足

• 研究分野とプログラム
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国立環境研究所の職員構成
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研究実施部門 200名

企画・管理・

情報部門等

54名

役員（非常勤監事含む） 5名

平成２６年３月末現在総職員数 ＝ ８６４名

契約職員数 ６０５名

研究系契約職員 １４８名

高度技能専門員 １９１名

アシスタントスタッフ ２５８名

シニアスタッフ ８名



国立環境研究所運営費交付金の推移
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国立環境研究所の最近の動き ―エコチル調査
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国立環境研究所の最近の動き ―GOSAT関連
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★

GOSAT、GOSAT-2の運用実績／運用計画

H21年 H26年

H30年 H35年

GOSAT－２
★平成25年度から運営費交付金 （GOSAT-2分）が
新規に予算計上。GOSAT-2プロジェクトチームで
本格的に準備を開始。

GOSAT-2 



★平成28年度から環境創造センター（研究棟）が開所
し、国環研、JAEA等の研究拠点に。
平成25年10月１日に福島支部準備室を設置し、所内
連携をより一層強化し、支部設置に向けた諸準備を
進めるとともに、総合的、分野横断的に研究を推進。

国立環境研究所の最近の動き ―災害環境研究
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環境創造センター（福島県三春町）★



国立環境研究所の最近の動き ―エネ特会の活用
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★エネルギー対策特別会計から、
平成２６年度に新規業務を実施
例）JCM推進のためのＭＲＶ等関連する技術高度化他

産業共生型の地域エネルギーネットワークシステム（インドネシアの例）



科学技術に対する国民の意識の変化
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• 「あなたは、科学者の話は信頼できると思いますか。」と
いう問に対する肯定的な回答が東日本大震災後に減少

出典：文部科学省 平成24年版科学技術白書より抜粋

注１：調査では、「あなたは、科学者の話は信頼できると思いますか」と質問している（ただし、平成23年4月の調査を除く）。選択肢
は、「信頼できる」、「どちらかというと信頼できる」、「どちらかというと信頼できない」、「信頼できない」、「わからな
い」の五つを提示し、その中から一つだけ選べるようにしている。

注２：平成23年4月の調査では、他の問いの中で、「以下の文章（意見）について、あなたはどのように考えますか。あなたの考えに
最も近い選択肢を一つだけお選びください」と聞いた上で、『科学者の話は信頼できる』と『技術者の話は信頼できる』という文
章を提示し、「強く賛成」、「どちらかといえば賛成」、「どちらかといえば反対」、「強く反対」、「わからない」の五つの選
択肢から選べるようにしている。このため、平成23年4月の調査結果を他の月の調査結果と単純に比較することは適切でない。



科学技術に対する国民の意識の変化

• 「科学技術の研究開発の方向性は、内容をよく知っている
専門家が決めるのがよい」という意見に肯定的な回答が
東日本大震災以降に減少
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出典：文部科学省 平成24年版科学技術白書より抜粋

注１：電力中央研究所の調査は首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）在住者を対象とし、科学技術政策研究所の調査は全国を
対象にしている。なお、両調査ともに、無作為抽出法により調査対象者を選定している。本図は20～69歳までの回答者の結果で
ある。

注２：両調査ともに、調査票に「わからない」の選択肢を設定していないが、訪問面接調査では、調査員の聞き取りにより「わからな
い」の回答が生じている。


